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３．事業の実施状況 

 

事業の区分 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事

業 
事業名 （事業番号１） 

かがわ総合リハビリテーション 回復期リハビリテー

ション病床等整備事業 

【総事業費】 
679,583 千円 

事業の対象

となる区域 
香川県全体 

事業の期間 平成２６年４月１日～平成３０年３月３１日  
□継続 ／ ☑終了 
 

事業の目標 ・回復期リハビリテーション病床４２床、療養介護病床２５床の整備 
・回復期リハ病床 急性期病院からの受け入れ患者数（入院患者数） 
・療養介護病床 待機者の解消（入所者数） 

事業の達成

状況 
＜平成２６年度＞ 
・病床建設のための基本設計が終了した。 
＜平成２７年度＞ 
・病床建設のための実施設計が終了した。 
＜平成２９年度＞ 
・平成２８年１０月、本体工事に着手し、平成２９年１２月に竣工した。

医療機器等の備品を購入し、平成３０年３月に運営を開始した。 
事業の有効

性と効率性  

（１）事業の有効性 
 急性期病院からの受け入れ患者等が安全かつ安心して使用できる

施設建設のための第一段階として、基本設計及び実施設計が終了し

た。 
 平成２８年１０月、本体工事に着手し、平成２９年１２月に竣工し

た。医療機器等の備品を購入し、平成３０月３月に運営を開始した。 
 本県の脳卒中等による急性期後の受け皿として医療提供体制の確

保を図るとともに、在宅では看護することが困難な重症心身障害

（児）者に医療的ケアを提供することを目的とした病床整備が完了

し、患者を受け入れるための体制が整った。 
（２）事業の効率性 
   入札により業者を決定し、効率的な執行ができたと考える。  

その他  

事業の区分  地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事
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業 

事業名 （事業番号２） 

病院歯科のない地域中核病院等の歯科保健医療推進事業 
【総事業費】 
2,174 千円 

事業の対象

となる区域 
香川県全体 

事業の期間 平成 27 年 1 月 1 日～平成 31 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 
事業の目標 歯科のない病院等における口腔管理実施機関数  

０機関（H25 末）→７機関以上（H30 末） 

 
事業の達成

状況 
＜平成２６年度＞ 
○病院歯科のない病院の患者に対する口腔管理実施機関数：1 か所増加 
＜平成３０年度＞ 
○病院歯科のない病院の患者に対する口腔管理実施機関数：６機関 
○口腔管理実施人数：1,362 人（H29 末）→1,634 人（H30 末）  

事業の有効

性と効率性  

（１）事業の有効性 
 歯科のない病院へ歯科医師及び歯科衛生士を派遣することによ

り、周術期等において早期から院内で歯科医療職種による口腔管理

が可能になり、化学療法中の口腔粘膜炎の軽減や誤嚥性肺炎等の術

後感染の減少等が認められ、平均在院日数の短縮や患者の QOL 向上

につながった。 
（２）事業の効率性 
   県歯科医師会が主体となって実施したことにより、専門的な知識・

技術を備えたマンパワーが確保でき、効果的な事業が展開できた。 
 
  

その他  
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事業の区分 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事

業 
事業名 （事業番号３） 

かがわ遠隔医療ネットワーク（K-MIX）読影医支援事業 
【総事業費】 

1,497 千円 
事業の対象

となる区域 
香川県全体 

事業の期間 平成２７年１月１日～平成２７年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

事業の目標 読影医の増加人数 新規５名 
読影件数 約３，５００件 → 約７，０００件 
 

事業の達成

状況 
読影料の補助を行ったが、事業期間が短かったこともあり、新たな読影

医の参加や読影件数の増加には結びつかなかった。  
  

事業の有効

性と効率性  

（１）事業の有効性 
 読影医への支援により、K-MIX 読影機能を支援する読影医の増加

が期待できる。それにより、安定的な K-MIX の運用が図られること

で、遠隔医療の基盤を整備する。 
 
 

（２）事業の効率性 
   読影依頼を希望する医療機関と支援側医療機関のマッチングを図

ることにより、効率的な読影支援が行える。 
 
  

その他  
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事業の区分 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事

業 
事業名 （事業番号４） 

かがわ遠隔医療ネットワーク（K-MIX）画像診断支援強

化事業 

【総事業費】 
84,000 千円 

事業の対象

となる区域 
香川県全体 

事業の期間 平成２７年１月１日～平成２９年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

事業の目標 読影医の増加人数 新規５名 
読影件数 約３，５００件 → 約７，０００件 
 

事業の達成

状況 
医療機関に読影サーバを整備し、高度な読影環境を構築した。 
２７年度整備数：５医療機関 
２８年度整備数：２医療機関 
  

事業の有効

性と効率性  

（１）事業の有効性 
 高度な読影環境を構築することで、支援側の負担軽減を図り、読影

を支援する環境を整備できた。 
 
 
 

（２）事業の効率性 
   読影サーバ等を整備し、高度な読影環境を構築することで、医療

水準の向上が図られた。 
 
  

その他  
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事業の区分  地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事

業 
事業名 （事業番号５） 

病院歯科等の設備充実事業 
【総事業費】 

279 千円 
事業の対象

となる区域 
香川県全体 

事業の期間 平成２７年１月１日～平成２７年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 
 

事業の目標 摂食嚥下機能検査実施機関数 １か所 → ５か所 
 
 

事業の達成

状況 
摂食嚥下機能検査実施機関数：２か所 
 
  

事業の有効

性と効率性  

（１）事業の有効性 
 県内の中核病院２か所に舌圧測定器を整備したことにより、摂食・

嚥下障害の早期発見につながり、入院患者の摂食嚥下機能の回復及

び誤嚥性肺炎の予防が図られた。 
 
 

（２）事業の効率性 
   中核病院２か所に整備したことにより、より多くの患者に摂食嚥

下機能検査を行うことができた。 
 
 

  
その他 対象医療機関を約４機関と想定していたが、予算成立の時期が遅くなった影

響で、募集期間が短くなったことや、自己負担金の確保について対象医療機関

内での調整がつかなかったため。 
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事業の区分  地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事

業 
事業名 （事業番号６） 

院内助産所開設支援事業 
【総事業費】 

1,472 千円 
事業の対象

となる区域 
香川県全体 

事業の期間 平成２７年１月１日～平成２７年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

事業の目標 院内助産所に係る協議会の開催等による関係機関の連携強化 
院内助産所の開設 
 

事業の達成

状況 
協議会を開催し、先進地視察や院内助産所開設に向けた調査をもとに、

課題等の検討を実施 
  

事業の有効

性と効率性  

（１）事業の有効性 
院内助産所の開設に向けた具体的な検討が実施され、院内助産所

の開設に向けた準備が進んだ。 
 
 
 

（２）事業の効率性 
   院内助産所の開設の具体的な検討や調整等を協議会で実施するこ

とで、開設の準備、検討が進むだけでなく、関係者の院内助産所開

設に向けた認識の共有や連携強化が図られた。 
  

その他  
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事業の区分  居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 （事業番号７） 

訪問看護推進事業 
【総事業費】 

518 千円 
事業の対象

となる区域 
香川県全体 

事業の期間 平成２６年７月１日～平成２７年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

事業の目標 訪問看護推進協議会の開催等による関係機関の連携強化 
機能強化型訪問看護ステーションの開設 
 

事業の達成

状況 
訪問看護推進協議会を開催し、訪問看護推進に向けた課題等の検討をす

ることで、関係機関の連携強化が図られた。 
  

事業の有効

性と効率性  

（１）事業の有効性 
訪問看護推進協議会で、継続的に課題等の検討をすることで、訪問

看護の推進が図られた。機能強化型訪問看護ステーションの開設に

向けた課題等の検討をすることで、機能強化型訪問看護ステーショ

ンの開設につながるものと考える。 
 
 

（２）事業の効率性   
   訪問看護推進協議会で検討することで、訪問看護や機能強化型訪

問看護ステーション開設に向けた課題の検討や調整等もスムーズに

実施でき、訪問看護、在宅療養の推進を図ることができた。 
  

その他  
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事業の区分  居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 （事業番号８） 

在宅医療の人材育成基盤を整備するための研修事業 
【総事業費】 

3,503 千円 
事業の対象

となる区域 
香川県全体 

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 
 

事業の目標 研修会に参加した地域数（市町、関係団体等） ９か所 
研修受講者の多職種連携に関する必要性の理解の向上 
 

事業の達成

状況 
研修会に参加した地域数（市町、関係団体等） ９か所 
研修会を実施し、研修受講者の多職種連携に関する必要性の理解の向上

が図られた  
事業の有効

性と効率性  

（１）事業の有効性 
  在宅医療を推進するために医師、歯科医師、薬剤師、ケアマネジャ

ー等の多職種からなる医療従事者が連携し、患者やその家族を支援す

ることが重要であることから、在宅医療従事者に対し研修を実施し、

資質向上及び連携強化を図る。 
 
（２）事業の効率性 
  多職種連携による在宅医療の支援体制を構築することで、地域包括

システムや在宅医療を推進にも寄与することができる。 
  

その他  
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事業の区分  居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 （事業番号９） 

かかりつけ医を持つことに対する普及啓発事業 
【総事業費】 

7,709 千円 
事業の対象

となる区域 
香川県全体 

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

事業の目標 講演会に参加した地域数 ３か所 
講演会参加者がかかりつけ医を持つことの重要性の認識の向上 
 

事業の達成

状況 
県内３か所の地域で講習会を実施できた。また、広告やチラシを作成し

かかりつけ医の普及・啓発が図られた。 
  

事業の有効

性と効率性  

（１）事業の有効性 
  かかりつけ医について、日常的な医療を受けることや、健康の相談

等ができる身近な医師として、かかりつけ医を持つことの重要性の認

識を高めるための講習会を開催することで、その普及・定着を図るこ

とができた。 
 
（２）事業の効率性 
  かかりつけ医を持つことの普及・定着を図ることで、かかりつけ医

を身近なものとし、地域包括ケアシステムや在宅医療の推進にも寄与

することができた。 
  

その他  
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事業の区分  居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 （事業番号１０） 

在宅療養並びに訪問看護広報活動事業 
【総事業費】 

3,310 千円 
事業の対象

となる区域 
香川県全体 

事業の期間 平成２６年７月１日～平成２７年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

事業の目標 研修受講者の在宅療養・訪問看護に関する必要性の理解の向上 
訪問看護への県民の理解 
 

事業の達成

状況 
各種研修事業を実施し、訪問看護の質の向上を図った。 
事例集の発行、急性期病棟看護師に対する訪問看護ステーション実習な

どを通して、訪問看護の理解を深めることができた。  
事業の有効

性と効率性  

（１）事業の有効性 
訪問看護従事者等に対して研修を実施することで、訪問看護の質

の向上につながった。また事例集の発行等で県民及び医療機関等の

看護師に訪問看護の理解が深まり、本県の訪問看護の推進につなが

った。 
 

（２）事業の効率性 
各医療機関の看護師が一同に会して研修等を行うことで関係者間

の情報交換等ができるとともに、連携強化が進んだ。 
    
  

その他  
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事業の区分  居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 （事業番号１１） 

在宅医療実践病院における医療連携体制の運営支援事業 
【総事業費】 

1,733 千円 
事業の対象

となる区域 
香川県全体 

事業の期間 平成２７年１月１日～平成２７年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 
 

事業の目標 コメディカルの患者訪問用軽自動車整備箇所数 ５か所 
 
 

事業の達成

状況 
コメディカルの患者訪問用軽自動車整備箇所数 ２か所 

 
  

事業の有効

性と効率性  

（１）事業の有効性 
 訪問用軽自動車の購入費を補助することにより、退院後の病棟看

護師による自宅訪問指導（巡回）等、コメディカルが行う診療体制の

整備が図られた。 
 
 

（２）事業の効率性 
   患者訪問用の軽自動車の整備に対して、直接的に補助することに

より、効率的に在宅医療実践病院における医療連携体制の支援を行

うことができた。 
  

その他  
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事業の区分  居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 （事業番号１２） 

在宅歯科医療連携室整備事業 
【総事業費】 

4,665 千円 
事業の対象

となる区域 
香川県全体 

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

事業の目標 医療機関、介護施設等との連携窓口、在宅歯科医療希望者の相談窓口業

務 
本事業を核にして、事業番号１３の郡市レベルでの拠点連携室との連携

のもと、在宅歯科診療の一層の推進を目指す。 
事業の達成

状況 
医療機関、介護施設等との連携窓口、在宅歯科医療希望者の相談窓口業

務を実施した。 
高松市民病院に整備された高松市民病院地域連携室との連携により、入

院患者へ退院後の適切な歯科診療所の紹介を行った。 
事業の有効

性と効率性  

（１）事業の有効性 
 在宅歯科医療希望者に対し、在宅歯科診療を行っている適切な歯

科診療所を紹介することで、寝たきり等の方が歯科診療を受けやす

い環境整備が進んでいる。また、本事業について歯科医師会員ならび

に介護関係者への認知が広まってきている。 
 

（２）事業の効率性 
   県歯科医師会へ事業を委託し、在宅歯科診療を必要としている方

へ在宅歯科診療制度についての情報提供および対応歯科診療所を紹

介することで、歯科医療難民にとって歯科診療が身近なものとなる

とともに、これまで在宅歯科診療を行っていることが広く知られて

いなかった歯科診療所についての情報を得るきっかけとなり、特定

の在宅歯科診療所への患者の一極化の防止に繋がる。 
その他  
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事業の区分  居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 （事業番号１３） 

各地域在宅歯科医療連携室新設事業 
【総事業費】 
14,956 千円 

事業の対象

となる区域 
香川県全体 

事業の期間 平成２７年１月１日～令和５年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 
 

事業の目標 ＜平成 30 年度＞ 
地域在宅歯科医療連携室の整備箇所数：０か所（H25）→7 か所（H30） 
＜令和４年度＞ 
地域在宅歯科医療連携室の整備数：４か所（R3）→５か所（R4） 

事業の達成

状況 
＜平成２６年度＞ 
地域在宅歯科医療連携室の整備箇所数 １か所 
＜平成３０年度＞ 
地域在宅歯科医療連携室の整備箇所数 ６か所 
＜令和４年度＞ 
地域在宅歯科医療連携室の整備箇所数 ４か所 

事業の有効

性と効率性  

（１）事業の有効性 
 高松、東讃、小豆、中讃、西讃の各エリアにおける地域中核病院に

整備することができ、基幹病院、患者、協力歯科医等をシームレスに

繋ぐとともに、歯科医療難民に対するサポートができるようになっ

た。 
 
 

（２）事業の効率性 
   基幹病院に地域在宅歯科医療連携室を整備することで、退院後の

在宅及び介護施設等におけるスムーズな診療情報提供を行うことが

でき、訪問歯科診療を必要とする患者への十分な治療や口腔ケアの

提供に繋がった。 
   

その他  
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事業の区分  居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 （事業番号１４） 

歯科医療従事者の摂食嚥下に関する知識向上等に資する

ための設備整備事業 

【総事業費】 
2,720 千円 

事業の対象

となる区域 
香川県全体 

事業の期間 平成２７年１月１日～平成２７年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 
 

事業の目標 在宅歯科診療を提供している歯科診療所数 ８４か所 → 増加 
 
 

事業の達成

状況 
○在宅歯科診療を提供している歯科診療所数は、医療施設（静態・動態）

調査で把握。次回（平成 26 年調査）、平成 27 年秋公表。 

○摂食・嚥下機能診断用内視鏡 2 台、舌圧測定器 2 台を香川県歯科医師

会に整備し、摂食嚥下に関する講習会を 1回実施した。 

事業の有効

性と効率性  

（１）事業の有効性 
 摂食嚥下機能検査機器を活用した実技を含めた研修会等を実施す

ることにより、歯科医療職種等の知識・技術が向上した。 
 
 
 

（２）事業の効率性 
   摂食嚥下機能検査機器を活用し、実践に近い研修会を歯科医療職

種だけでなく、関係職種も一同に参加して、共通の知識・技術を共

有することができた。 
 
    

その他  
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事業の区分  居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 （事業番号１５） 

在宅歯科診療設備整備事業 
【総事業費】 

0 千円 
事業の対象

となる区域 
香川県全体 

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

事業の目標 安全・安心で質の高い在宅医療を実施するために必要な設備の整備 
 
 

事業の達成

状況 
申請がなかったため、事業の実施なし 

 
  

事業の有効

性と効率性  

（１）事業の有効性 
 在宅歯科診療を実施する医療機関に対して機器の整備を行うこと

で、安全で安心な質の高い歯科医療提供体制の充実が図られると考

える。 
 
 

（２）事業の効率性 
   厚生労働省の実施する「歯の健康力推進歯科医師等養成講習会」

を修了した歯科医師を補助対象とし、講習会を修了した歯科医師に

おいて、整備した設備の共同利用を可とすることで、県内の在宅歯

科医療体制の確保に繋がる。  
その他 補助対象である歯科医師より申請がなかったため、平成 26 年度の実施はなし。 
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事業の区分  居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 （事業番号１６） 

歯科医療安全確保設備整備事業 
【総事業費】 
40,155 千円 

事業の対象

となる区域 
香川県全体 

事業の期間 平成２７年１月１日～平成２７年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

事業の目標 安全・安心対策のための設備整備済み歯科診療所数 １００か所 → 

１２５か所 
 

事業の達成

状況 
安全・安心対策のための設備整備済み歯科診療所数 １４０か所 

 
  

事業の有効

性と効率性  

（１）事業の有効性 
 患者の症状の急変時に備えたＡＥＤやバイタルモニター等の整備

や感染症対策として口腔バキューム等を整備することで、県民の安

全・安心な歯科医療体制の確保が図られた。 
 
 

（２）事業の効率性 
   複数の歯科診療所へＡＥＤやバイタルモニター等を整備すること

で、診療を受けている方だけでなく、近隣住民に対しても、体調の

急変時に対応することができる。また、歯科診療所にそうした機器

が整備することで、近隣住民がＡＥＤ等の設置場所を認知しやすく

なる。 
その他  
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事業の区分  居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 （事業番号１７） 

地域包括ケアに向けた在宅歯科医療設備整備事業 
【総事業費】 
41,227 千円 

事業の対象

となる区域 
香川県全体 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和３年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

事業の目標 アウトカム指標：在宅医療サービスを実施している歯科診療所数：150 か

所（H29）→175 か所（R2） 

アウトプット指標：助成する歯科診療所数 
<令和元年度> 

13 か所 

<令和２年度> 

26 か所 
事業の達成

状況 
アウトカム指標：在宅医療サービスを実施している歯科診療所数：150 か

所（H29）→未確定（R2）※医療施設静態調査（３年に１回）R2 年度調査

の確定数：令和 4年 4月公表） 

 代替の指標として、令和 3年 11 月現在、香川県歯科医師会会員で在宅

訪問歯科診療について協力歯科医院となっている歯科診療所数は、約240

か所であることが確認できている。 

アウトプット指標：助成する歯科診療所数 

<令和元年度> 

41 か所 

<令和２年度> 

65 か所 
事業の有効

性と効率性  

（１）事業の有効性 
歯科診療所が在宅歯科診療を行うための設備整備を支援することで、

在宅医療及びその拠点となる歯科診療所における歯科医療提供の安全性

の充実・強化が図られた。 
（２）事業の効率性 
対象機器に在宅患者の症状の急変時に備えた医療機器及び診療機器を

加え、より安全・安心な在宅歯科医療体制確保を推進することで、在宅

患者や家族等にも安全・安心な治療内容に納得していただき、スムーズ

な治療、早期治癒につながる。 
その他  
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事業の区分  居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 （事業番号１８） 

在宅医療（薬剤）提供体制整備事業 
【総事業費】 

2,600 千円 
事業の対象

となる区域 
香川県全体 

事業の期間 平成２６年１２月２０日～平成２８年３月３１日  
□継続 ／ ☑終了 
 

事業の目標 在宅医療に関する薬局数 ２５０か所 → ３００か所 
 
 

事業の達成

状況 
平成２６年度～２７年度に、県薬剤師会介護保険部会等において、拠

点薬局リスト及び指導マニュアルを作成した。 
事業の有効

性と効率性  

（１）事業の有効性 
 訪問薬剤管理指導を行おうとする薬局への研修や実施している薬

局の周知を行うとともに、県薬剤師会の会営薬局に附設している無

菌調剤室の共同利用を推進する体制の整備が整い始めた。 
 
 
（２）事業の効率性 

香川県全体で薬局への研修等を実施することにより、在宅医療に

関する薬局の増加が見込まれる。 
    
  

その他  
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事業の区分  居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 （事業番号１９） 

薬剤師による在宅医療スキルアップ事業 
【総事業費】 

5,464 千円 
事業の対象

となる区域 
香川県全体 

事業の期間 平成２６年１２月２０日～平成２８年３月３１日  
□継続 ／ ☑終了 
 

事業の目標 在宅医療に関する薬剤師数 ６０人 → ９０人 
 
 

事業の達成

状況 
平成２６年度に、フィジカルアセスメントトレーニングモデル

「Physiko」を購入。２７年度に、「Physiko」を用いたスキルアップ研修

を実施した。  
事業の有効

性と効率性  

（１）事業の有効性 
 訪問薬剤管理指導を行おうとする薬局への研修や実施している薬

局の周知を行うとともに、県薬剤師会の会営薬局に附設している無

菌調剤室の共同利用を推進する体制の整備が整い始めた。 
 
 
（２）事業の効率性 

香川県全体で薬局への研修等を実施することにより、在宅医療に

関する薬局の増加が見込まれる。 
    
  

その他  
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事業の区分  医療従事者の確保に関する事業  

事業名 （事業番号２０） 

地域医療支援センター運営事業 
【総事業費】 
34,609 千円 

事業の対象

となる区域 
香川県全体 

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

事業の目標 地域医療支援センターが関与した医師の斡旋・派遣件数 １３９件 → 

２００件 
 

事業の達成

状況 
地域医療支援センターが関与した医師の斡旋・派遣件数 ２０６件 

 
  

事業の有効

性と効率性  

（１）事業の有効性 
 地域医療支援センターの運営に必要な専任医師１名と専従職員３

名を配置し、地域医療に従事する医師のキャリア形成支援と医師確

保対策に取り組んだ。 
 
 

（２）事業の効率性 
   地域医療支援センターで医師のキャリア形成支援と医師確保対策

が一体的に実施できた。 
 
  

その他  
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事業の区分  医療従事者の確保に関する事業  

事業名 （事業番号２１） 

地域医療支援センターの運営 
（医学生修学資金貸付事業） 

【総事業費】 
39,485 千円 

事業の対象

となる区域 
香川県全体 

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

事業の目標 修学資金貸付者（県民医療推進枠）の継続的確保 ５人／年 
 
 

事業の達成

状況 
修学資金貸付者（県民医療推進枠）５人／年 

 
  

事業の有効

性と効率性  

（１）事業の有効性 
 将来、県内の医療機関の医師として勤務し、本県の地域医療を支え

ていこうとする意欲に富んだ医学生に対して、修学等に必要な資金

の貸し付けを実施した。 
 
 

（２）事業の効率性 
   一般入試において、県民医療推進枠を設けることで効率的に貸付

者を決定できた。 
 
  

その他  
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事業の区分  医療従事者の確保に関する事業  

事業名 （事業番号２２） 

産科医等確保支援事業（分娩手当）（研修医手当） 
【総事業費】 
118,160 千円 

事業の対象

となる区域 
香川県全体 

事業の期間 平成２６年４月１日～平成３０年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

事業の目標 ・産科医等手当を支給する医療機関の継続的支援 １６医療機関／年 
・後期研修で産科を選択する医師の受入医療機関に対する継続的支援 

２医療機関／年 
事業の達成

状況 
＜平成２６年度＞ 
・産科医等手当を支給した医療機関        １５医療機関 
・産科を選択する医師の受入医療機関に対する支援 ２医療機関 
＜平成２９年度＞ 
・産科医等手当を支給した医療機関        １４医療機関 
・産科を選択する医師の受入医療機関に対する支援 １医療機関 

事業の有効

性と効率性  

（１）事業の有効性 
 産科医等の処遇を改善し、その確保・維持を図るため、分娩を担当

した産科医等に対して、分娩件数に応じて分娩手当を支給する医療

機関や、後期研修で産科を選択する医師に対し研修医手当等を支給

する医療機関に対して、財政支援を行った。 
 

（２）事業の効率性 
   人口あたりの産婦人科の医師数が比較的少ない２次医療圏の医療

機関に財政支援を行い、産科医等の処遇の改善を図るとともに、産

科医を目指す医師の確保も図られた。 
 
  

その他  
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事業の区分  医療従事者の確保に関する事業  

事業名 （事業番号２３） 

開業医による応援診療等に対する助成・支援体制の整備事

業 

【総事業費】 
4,366 千円 

事業の対象

となる区域 
香川県全体 

事業の期間 平成２６年１２月２０日～平成２７年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

事業の目標 病院勤務医の夜間又は休日勤務の縮減 
 
 

事業の達成

状況 
内海病院又は土庄中央病院における、病院勤務医の夜間又は休日勤務の

縮減 
  

事業の有効

性と効率性  

（１）事業の有効性 
 開業医等が、内海病院又は土庄中央病院で夜間又は休日業務に従

事した場合に、病院が当該医師に支払う費用の一部を補助した。 
 
 
 

（２）事業の効率性 
   本事業により内海病院・土庄中央病院の勤務医の労働の軽減だけ

でなく小豆島の救急医療提供体制の維持・確保も図られた。 
 
  

その他  
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事業の区分  医療従事者の確保に関する事業  

事業名 （事業番号２４） 

小児救急医療体制等整備事業 
【総事業費】 

400 千円 
事業の対象

となる区域 
香川県全体 

事業の期間 平成２７年１月１日～平成２７年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

事業の目標 小児救急等にかかる応急処置等の研修の受講者数 ２０人 
 
 

事業の達成

状況 
研修の受講者数 １０人 

 
  

事業の有効

性と効率性  

（１）事業の有効性 
 小児科医等が不足する中、中小規模の医療機関にかかる医師や看

護師等の医療スタッフが専門分野以外にも総合医的な応急処置がで

きることが求められており、本研修を実施することは、小児を含む救

急時の医療体制の確保に寄与するものと考える。 
 

（２）事業の効率性 
   医師会に委託して研修を行うことで、中小規模の医療機関にかか

る医療スタッフに対し広く周知が可能となり、また、救急医療に携

わる医師等がスタッフとして指導することで、本格的な指導が可能

となると考える。  
その他 県医師会との打ち合わせを早期に行い、研修の参加募集期間について十分な日

数を確保する。 
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事業の区分  医療従事者の確保に関する事業  

事業名 （事業番号２５） 

多職種協働によるチーム医療推進に資する人材育成のた

めの講習及び研修実施事業 

【総事業費】 
1,600 千円 

事業の対象

となる区域 
香川県全体 

事業の期間 平成２７年１月１日～平成２７年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 
 

事業の目標 研修受講者のチーム医療または医科歯科連携に関する必要性の理解の向

上 
 

事業の達成

状況 
研修会４回実施。参加者数２５４名。 
医師、歯科医師、薬剤師、看護師、歯科衛生士、栄養士、ケアマネジャ

ー、養護教諭等が参加 
  

事業の有効

性と効率性  

（１）事業の有効性 
 多職種を対象とした研修会を実施し、チーム医療または医科歯科

連携の必要性について情報共有することにより、チーム医療の推進

が図られた。 
 
 

（２）事業の効率性 
   歯と口の健康は、医療及び介護の両分野ともに関わりが深いこと

から、多くの職種に研修会の参加を募り実施したことにより、知識・

技術を共有することができた。 
 

  
その他  
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事業の区分  医療従事者の確保に関する事業  

事業名 （事業番号２６） 

骨粗鬆症予防に関する医科歯科連携事業 
【総事業費】 

4,634 千円 
事業の対象

となる区域 
香川県全体 

事業の期間 平成２７年１月１日～平成２７年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 
 

事業の目標 骨密度測定実施歯科診療所数 ０か所 → ５か所 
 
 

事業の達成

状況 
骨密度測定実施歯科診療所数：５か所 
 
  

事業の有効

性と効率性  

（１）事業の有効性 
 骨密度測定解析機器を試行的に設置した歯科診療所において、歯

科受診者のうち骨粗鬆症が疑われる者をスクリーニングし、医科へ

の受診を勧奨することにより骨粗鬆症の予防を図ることができた。 
 
 

（２）事業の効率性 
   骨粗鬆症は高齢者に多くみられることから、高齢者の来院割合が

高い歯科診療所を選定し、事業を執行した。 
    
  

その他  
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事業の区分  医療従事者の確保に関する事業  

事業名 （事業番号２７） 

歯科衛生士を目指す学生に対する修学支援事業 
【総事業費】 

7,500 千円 
事業の対象

となる区域 
香川県全体 

事業の期間 平成２７年１月１日～平成２７年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 
 

事業の目標 歯科衛生士専門学生修学資金貸付者数 ２０人／年 
 
 

事業の達成

状況 
歯科衛生士専門学生修学資金貸付者数： 

平成２７年度入学者 １５名予定 
  

事業の有効

性と効率性  

（１）事業の有効性 
 歯科衛生士の不足する地域の歯科医療機関等において、将来歯科

衛生士として業務に従事しようとする学生に対して、修学資金を貸

し付けることにより、歯科衛生士の人材の確保及び地域偏在の解消

を図る。 
 

（２）事業の効率性 
   貸付金等の運営の実施主体を養成施設にすることにより、学生に

周知、利用しやすい事業となり、貸付者数の増加が図られた。 
    
  

その他  
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事業の区分 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 （事業番号２８） 

女性医療従事者（医師・薬剤師等）支援事業 
【総事業費】 

1,175 千円 
事業の対象

となる区域 
香川県全体 

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２８年３月３１日  
□継続 ／ ☑終了 
 

事業の目標 女性医師の就業・復職支援に係る普及啓発 
復職支援を仲介する薬剤師数 １０人 
 

事業の達成

状況 
女性医師等については、就業・復職支援に係る普及啓発支援を行った。 
女性薬剤師等については、平成２６年度から、県薬剤師会ホームペー

ジに求人情報を掲載している。 
事業の有効

性と効率性  

（１）事業の有効性 
 女性医師については女性医師の就業・復職支援に向けた普及（講演

会等）を実施した。 
女性薬剤師等については薬剤師の求人・求職情報を県薬剤師会の

ホームページ上に掲載することにより、在宅等に対応できる薬剤師

を確保するためのツール等が整い始めた。 
（２）事業の効率性 
   女性医師については医師会が主体となって実施することで専門

的・効率的な事業が実施できた。 
   女性薬剤師等については県薬剤師会が求人・求職情報を一元的に

取り扱うことで、薬剤師の就労支援などを効率的に実施できる。 
その他  
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事業の区分  医療従事者の確保に関する事業  

事業名 （事業番号２９） 

新人看護職員卒後研修事業 
【総事業費】 
35,259 千円 

事業の対象

となる区域 
香川県全体 

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 
 

事業の目標 新人看護職員卒後研修の継続的な実施 
新人看護職員の離職率の減少 
 

事業の達成

状況 
新人看護職員のガイドラインに沿った研修を実施し、新人看護職員の技

術の習得等を図った。併せて、研修責任者等に対する研修も実施し、研

修の質の向上を図った。  
事業の有効

性と効率性  

（１）事業の有効性 
   新人看護職員の卒後研修を実施することで、新人看護職員の離職

防止や看護の質の向上等が図られた。 
 
 

 
（２）事業の効率性 
   中小病院や診療所等の新人看護師を集めた合同研修を県看護協会

に委託することで効率的な研修が実施できた。 
 
  

その他  
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事業の区分  医療従事者の確保に関する事業  

事業名 （事業番号３０） 

看護職員指導事業(実習指導者講習会事業) 
【総事業費】 

2,141 千円 
事業の対象

となる区域 
香川県全体 

事業の期間 平成２６年７月１日～平成２７年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 
 

事業の目標 講習修了者数 ５６１人 → ６１１人 
 
 

事業の達成

状況 
講習修了者数 ６１７人 

 
  

事業の有効

性と効率性  

（１）事業の有効性 
看護学生への実習の意義や実習指導者の役割を理解した看護職員

を確保することで、効果的な実習指導が期待できる。 
 
 
 

（２）事業の効率性 
   県看護協会に委託することで効果的な研修が実施できた。 
 
 
  

その他  
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事業の区分  医療従事者の確保に関する事業  

事業名 （事業番号３１） 

ｅ‐ラーニング看護研修体制整備事業 
【総事業費】 

3,448 千円 
事業の対象

となる区域 
香川県全体 

事業の期間 平成２６年１月１日～平成２７年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 
 

事業の目標 研修教室（ｅラーニング教室）の整備 
 
 

事業の達成

状況 
研修教室（ｅラーニング教室）の整備が完了した。 

 
  

事業の有効

性と効率性  

（１）事業の有効性 
  自宅に環境が整っていない人もｅラーニングを利用した研修を受講

することができる環境を整備できた。 
 
 
 

（２）事業の効率性 
  看護に関する研修を専門的に実施している県看護協会に整備するこ

とで、充実した研修が期待できる。 
 
  

その他  
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事業の区分  医療従事者の確保に関する事業  

事業名 （事業番号３２） 

看護補助者活用推進事業 
【総事業費】 

328 千円 
事業の対象

となる区域 
香川県全体 

事業の期間 平成２６年７月１日～平成２７年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 
 

事業の目標 研修受講者の看護補助者活用促進の必要性に対する理解の向上 
 
 

事業の達成

状況 
研修会終了後のアンケート結果から、研修受講者の看護補助者活用促進

に対する取り組みがみられることから、必要性に対する理解が深まった。 
  

事業の有効

性と効率性  

（１）事業の有効性 
看護補助者の活用を促進することで看護職との役割分担を図り、

看護職員の負担を軽減する。 
 
 

 
（２）事業の効率性 
   県看護協会に委託することで効果的な研修が実施できた。 
 
 
  

その他  
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事業の区分  医療従事者の確保に関する事業  

事業名 （事業番号３３） 

看護師等養成所運営費補助事業 
【総事業費】 
979,114(千円) 

事業の対象

となる区域 
香川県全体 

事業の期間 平成２６年４月１日～令和４年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 
 

事業の目標 ＜平成２６年度、平成３０年度＞ 
看護職員養成数 毎年約７１０人 
＜令和元年度、令和２年度、令和３年度＞ 
対象施設数 12 校 14 課程／年 

事業の達成

状況 
＜平成２６年度、平成３０年度＞ 
看護職員養成数 毎年約７１０人 
＜令和元年度＞ 
対象施設数 12 校 13 課程 

＜令和２年度＞ 
対象施設数 11 校 12 課程 

＜令和３年度＞ 
対象施設数 11 校 12 課程 

事業の有効

性と効率性  

（１）事業の有効性 
本事業により看護師等養成所の運営費を補助することで、質の高い

教育の提供につながり、看護職員養成に貢献できた。 
 
 

（２）事業の効率性 
各養成所の運営費を補助することで学生の安定的な育成につなが

り、効率的な執行ができた。 
     
  

その他  
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事業の区分  医療従事者の確保に関する事業  

事業名 （事業番号３４） 

看護師等養成所施設整備補助事業 
【総事業費】 

465,557 千円 
事業の対象

となる区域 
香川県全体 

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２８年３月３１日  
□継続 ／ ☑終了 
 

事業の目標 看護師等養成所の教育環境の充実、看護職員の資質向上 
 
 

事業の達成

状況 
２か所の看護師等養成所の整備が開始された。２７年度に繰越すととも

に、事業箇所を追加し、2 カ所の看護師養成所が整備完了した。 
  

事業の有効

性と効率性  

（１）事業の有効性 
看護師等養成所の整備に対し補助することで、教育環境の充実が図

られた。 
 
 
 

（２）事業の効率性 
   補助対象施設の教育環境が充実することで、質の高い看護師確保

が図られる。 
 
  

その他  
 

 
 
  



   

42 
 

 
事業の区分  医療従事者の確保に関する事業  

事業名 （事業番号３５） 

看護師等養成所教育環境改善設備等整備事業 
【総事業費】 
107,672 千円 

事業の対象

となる区域 
香川県全体 

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 
 

事業の目標 看護師等養成所が行う教育上必要な機械器具、模型等の整備に対して補

助を行う。 
 

事業の達成

状況 
看護師等養成所に教育に必要な機械器具等が整備され、教育環境が充実

した。 
  

事業の有効

性と効率性  

（１）事業の有効性 
看護師等養成所に必要な機械器具等が整備され、教育環境が充実し

た。 
 
 
 

（２）事業の効率性 
   充実した教育環境を整備することで、質の高い教育が提供でき、

質の高い看護職員の確保につながった。 
 
  

その他  
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事業の区分  医療従事者の確保に関する事業  

事業名 （事業番号３６） 

看護職員定着のための宿舎整備事業 
【総事業費】 
438,320 千円 

事業の対象

となる区域 
香川県全体 

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 
 

事業の目標 看護師等宿舎の整備 
 
 

事業の達成

状況 
看護師等宿舎整備が完了した。 
 
  

事業の有効

性と効率性  

（１）事業の有効性 
看護師等宿舎整備に対する補助を実施することで、宿舎が整備され、

看護職員の確保につながった。 
 
 
 

（２）事業の効率性 
  看護師宿舎の整備により、看護職員の確保、定着につながった。 
 
 
  

その他  
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事業の区分  医療従事者の確保に関する事業  

事業名 （事業番号３７） 

看護職員の多様な勤務形態導入促進事業 
【総事業費】 

3,318 千円 

事業の対象

となる区域 
香川県全体 

事業の期間 平成２６年７月１日～平成２７年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 
 

事業の目標 事業への参加病院数の増加による労働環境の改善 
 
 

事業の達成

状況 
WLB ワークショップ参加病院は、２年目の取り組みを実施し労働環境の

改善が進んでいる。また、夜勤、勤務環境改善フォーラムには新たに５

病院が参加し取り組んだ。  
事業の有効

性と効率性  

（１）事業の有効性 
事業を通して、勤務環境の改善等が促進され、働きやすい職場づく

りが促進された。 
 
 
 

（２）事業の効率性 
   参加病院が集まることで課題や改善の取り組み内容等の共有がで

き、働きやすい職場づくりが促進されるとともに、連携も深まった。 
 
  

その他  
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事業の区分  医療従事者の確保に関する事業  

事業名 （事業番号３８） 

歯科技工士の人材確保と質の向上に資するための設備整

備事業 

【総事業費】 
53,181 千円 

事業の対象

となる区域 
香川県全体 

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２８年３月３１日  
□継続 ／ ☑終了 
 

事業の目標 歯科技工の新技術が導入された歯科技工士養成施設数 １か所導入 
 
 

事業の達成

状況 
繰越して事業を実施し、歯科技工士養成施設に先進歯科医療機器が導入

され、新しい歯科技工に関する研修ができる環境が整った。 
  

事業の有効

性と効率性  

（１）事業の有効性 
 歯科技工士養成施設に先進歯科医療機器を整備し、新技術に対応

できる歯科医師及び歯科技工士を育成することにより、県民がどの

歯科医療機関を受診しても、同水準の歯の修復物が提供できる体制

が整備された。 
 

（２）事業の効率性 
   補助対象となる歯科技工士養成施設は県内唯一の養成施設で、歯

科技工に関する研修ができる設備やノウハウが備えられていること

から、初期設備投資の軽減や指導者の人材確保が図られた。 
 
    

その他  
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事業の区分  医療従事者の確保に関する事業  

事業名 （事業番号３９） 

看護職員就業促進事業 
【総事業費】 

376 千円 
事業の対象

となる区域 
香川県全体 

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 
 

事業の目標 合同就職説明会の継続的開催 
看護学生の県内就業率の増加 
 

事業の達成

状況 
参加医療機関数：３８施設 
参加学生等人数：１７２名 
県内就業率：７２．１％  

事業の有効

性と効率性  

（１）事業の有効性 
看護師不足が課題となっている医療機関においては、学生等の希望・

意見を聴取し、ひいては将来の看護職員確保につながった。また、学生

にとっては、実習先以外の医療機関からも情報収集ができ、医療機関、

学生双方にとって有意義な事業である。 
 
（２）事業の効率性 

県内医療機関が一同に会し、学生が一度に多くの情報収集を得られ

る点で、効率のよい事業である。 
 
  

その他  
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事業の区分  医療従事者の確保に関する事業  

事業名 （事業番号４０） 

病院内保育所運営費補助事業 
【総事業費】 
917,987 千円 

事業の対象

となる区域 
香川県全体 

事業の期間 平成２６年４月１日～平成３１年３月３１日  
□継続 ／ ☑終了 
 

事業の目標 ・病院内保育所の運営支援による女性医療従事者の就業促進 
 
 

事業の達成

状況 
＜平成２６年度＞ 
・実施医療機関：１３施設 
＜平成２８年度＞ 
・実施医療機関：１５施設 
＜平成２９年度＞ 
・実施医療機関：１６施設 
＜平成３０年度＞ 
・実施医療機関：１５施設  

事業の有効

性と効率性  

（１）事業の有効性 
県内の医療施設に勤務する医療従事者のために、保育所を運営する医

療機関に対し運営費を補助し、医療従事者の多様な勤務形態に応じた保

育所の運営ができることで、離職防止及び再就業を促進し、医療従事者

の充足及び確保につながった。 
・本事業により休日保育を実施した病院数：４病院(H28)→３病院(H29)
→６病院(H30) 
・本事業により２４時間保育を実施した病院数：３病院(H28)→４病院

(H29)→４病院(H30) 
（２）事業の効率性 

県内各地の医療機関に補助を実施し、平成２８年度、平成２９年度に

は新たな医療機関への支援を行ったことで、看護職員の地域偏在の解消

に寄与した点で効率的な執行ができた。 
その他  
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事業の区分  医療従事者の確保に関する事業  

事業名 （事業番号４１） 

病院内保育所整備事業 
【総事業費】 
178,324 千円 

事業の対象

となる区域 
香川県全体 

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２８年３月３１日  
□継続 ／ ☑終了 
 

事業の目標 病院内保育所の整備 
 
 

事業の達成

状況 
病院内保育所が新たに１か所整備された。 
引き続き、２７年度に繰越し、1 か所の院内保育所が整備完了し、合計 2
カ所整備完了した。  

事業の有効

性と効率性  

（１）事業の有効性 
病院内保育所が整備されることで、女性医師、看護職員の離職防止

や定着支援につながった。 
 
 
 

（２）事業の効率性 
   病院内に整備することで、子育てしながら働き続けることができ

る環境が整い、女性医師、看護職員の離職防止や定着支援、就業促

進が一層図られた。 
  

その他  
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事業の区分  医療従事者の確保に関する事業  

事業名 （事業番号４２） 

大学病院業務改善推進事業 
【総事業費】 
32,956 千円 

事業の対象

となる区域 
香川県全体 

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 
 

事業の目標 大学病院勤務医師の勤務時間（週平均）の短縮 
 
 

事業の達成

状況 
医師が行っていた診断書作成業務等の事務作業時間について、医師事

務作業補助者が行うことによって、大幅に減少した。 
  

事業の有効

性と効率性  

（１）事業の有効性 
 大学病院勤務医の負担の軽減及び処遇の改善に対する体制を確保

することを目的に、医師、医療関係職員、事務職員等との間での業務

の役割分担を推進し、医師の事務作業を補助する専従者（医師事務作

業補助者）を配置できた。 
 

（２）事業の効率性 
   医療事務作業補助者を雇用することにより、関係職種間の役割分

担を推進し、大学病院勤務医の過酷な業務負担を軽減し、医師が本

来の医療業務に専念できる環境を整えることで、医療の安全や質の

向上と大学病院の機能強化が図られる。  
その他  
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事業の区分  医療従事者の確保に関する事業  

事業名 （事業番号４３） 

小児救急医療支援事業 
【総事業費】 
65,995 千円 

事業の対象

となる区域 
香川県全体 

事業の期間 平成２６年４月１日～平成３０年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 
 

事業の目標 ・夜間・休日等における小児救急医療体制の確保 
 
 

事業の達成

状況 
・夜間・休日等における小児救急医療体制が確保された。 
＜平成２６年度＞ 
・実施医療機関：３施設 
・受入患者数：入院 73 名、外来 5,097 名 
＜平成２９年度＞ 
・実施医療機関：２施設 
・受入患者数：入院 106 名、外来 3,624 名  

事業の有効

性と効率性  

（１）事業の有効性 
 夜間に小児科を標榜する病院等が共同利用型方式により小児患者

を受け入れることで、各地域において夜間・休日等における小児救急

医療体制が確保される。 
 
 

（２）事業の効率性 
   小児科医が不足している中、夜間・休日等において病院等が共同

利用型方式により小児患者を受け入れることで、小児救急医の負担

軽減が図られる。 
  

その他  
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事業の区分  医療従事者の確保に関する事業  

事業名 （事業番号４４） 

小児向け夜間救急電話相談事業 
【総事業費】 
14,262 千円 

事業の対象

となる区域 
香川県全体 

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 
 

事業の目標 夜間における小児向け救急電話サービス事業の実施 
 
 

事業の達成

状況 
夜間における小児向け救急電話サービス事業が実施された。（毎日 19 時

から翌朝 8 時の間。） 
  

事業の有効

性と効率性  

（１）事業の有効性 
 夜間の小児救急患者について、看護師等が保護者等相談者に対し 
電話にて相談、助言する体制を整備することにより、県民への安心を

もたらすとともに、救急医療機関の医師等の負担軽減に寄与してい

る。 
 

（２）事業の効率性 
   年々相談件数が増加傾向にあり、また、相談の約 7 割が助言指導

等救急病院受診以外の対応で解決していることから、夜間の救急病

院受診の抑制の効果が高まってきていると考えられる。 
  

その他  
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事業の区分  医療従事者の確保に関する事業  

事業名 （事業番号４５） 

離島救急患者搬送支援事業 
【総事業費】 

6,419 千円 
事業の対象

となる区域 
香川県全体 

事業の期間 平成２６年４月１日～平成３０年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 
 

事業の目標 ・定期航路が運行しない夜間等における離島住民が利用する救急搬送手

段の確保 
 

事業の達成

状況 
・定期航路が運行しない夜間等における離島住民が利用する救急搬送手

段が確保された。 
＜平成２６年度搬送件数＞ 
・ １２２件 
＜平成２８年度搬送件数＞ 
・ １１６件 
＜平成２９年度搬送件数＞ 
・ １２７件  

事業の有効

性と効率性  

（１）事業の有効性  
 県内の離島における救急患者の搬送手段が確保されるとともに地

域住民の負担軽減にもつながった。 
 
（２）事業の効率性  
   離島の救急患者に対する素早い救急対応が可能になり、島民の安

全・安心につながった。 
 
  

その他  
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事業の区分  医療従事者の確保に関する事業  

事業名 （事業番号４６） 

後方支援搬送体制整備事業 
【総事業費】 

2,274 千円 
事業の対象

となる区域 
香川県全体 

事業の期間 平成２７年１月１日～平成２９年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 
 

事業の目標 救命救急センターにおける救急医療スタッフの負担軽減 
 
 

事業の達成

状況 
救命救急センター2 か所において、合計 231 回の後方支援を行い、救命

救急センターにおける救急医療スタッフの負担軽減が図られた。 
 
  

事業の有効

性と効率性  

（１）事業の有効性 
 救命救急センターにおいて、受け入れ後、症状が安定した患者を後

方支援医療機関等への円滑な救急搬送体制が確保されることで、救

命救急センターで従事する医師の負担軽減が図られた。 
 
 

（２）事業の効率性 
   救命救急センターから後方支援医療機関等へ円滑に患者の転院搬

送がされることで、救命救急センターの病床稼働率が改善され、第

二次医療機関で対応困難な重症患者等の受け入れ体制の確保にも繋

がる。  
その他  
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事業の区分  医療従事者の確保に関する事業  

事業名 （事業番号４７） 

精神科救急拠点病院体制整備事業 
【総事業費】 
16,024 千円 

事業の対象

となる区域 
香川県全体 

事業の期間 平成２６年７月１日～平成２７年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 
 

事業の目標 精神科救急患者の受入病床数 １病床 → ３病床 
 
 

事業の達成

状況 
平成２６年７月から事業を開始したが、 
○ 平成２６年度において、入院１９件の実績があり、輪番病院等で受入

できなかったケースの対応、受入に貢献した。  
事業の有効

性と効率性  

（１）事業の有効性 
かかりつけ医、最寄りの病院、輪番病院で対応が困難な場合、本人

家族、保健所、警察等から、入院要請があったときに、精神科救急拠

点病院(県立丸亀病院)が最終的に受入することにより、精神科救急に

従事する医師等の負担が軽減された。 
 

（２）事業の効率性 
   最終的な受入先が確保されていることによって、患者に対する素

早い救急医療対応と、受入先の調整のための時間短縮が実現すると

ともに、輪番病院の過重な受入負担の軽減につながった。 
     

その他  
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事業の区分 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 （事業番号４８） 

かがわ遠隔医療ネットワーク（K-MIX）読影医支援事業 
【総事業費】 
30,898 千円 

事業の対象

となる区域 
香川県全体 

事業の期間 平成２７年１月１日～平成３０年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 
 

事業の目標 ・読影医の増加人数 新規５名 
・読影件数 約３，５００件 → 約８，０００件 
 

事業の達成

状況 
＜平成２８年度＞ 
・読影件数  約７，９００件 
＜平成２９年度＞ 
・読影件数 約１０，２００件  

事業の有効

性と効率性  

（１）事業の有効性 
 読影医への支援により、K-MIX 読影機能を支援する読影医の増加

につながった。これにより、安定的な K-MIX の運用が図られること

で、遠隔医療の基盤整備に寄与した。 
 
 

（２）事業の効率性 
   読影依頼を希望する医療機関と支援側医療機関のマッチングを図

ることにより、効率的な読影支援が行えた。 
 
  

その他  
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事業の区分 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 （事業番号４９） 

歯科専門職養成のための設備整備事業 
【総事業費】 
32,747 千円 

事業の対象

となる区域 
香川県全体 

事業の期間 平成２６年４月１日～平成３０年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 
 

事業の目標 ・歯科衛生士及び歯科技工士養成所の教育環境の充実 
・歯科衛生士及び歯科技工士の資質の向上 
・整備養成所数 ２か所 

事業の達成

状況 
＜平成２９年度＞ 
・歯科衛生士及び歯科技工士養成所の教育環境の充実 
・歯科衛生士及び歯科技工士の資質の向上 
・整備養成所数 ２か所 

事業の有効

性と効率性  

（１）事業の有効性 
歯科技工士及び歯科衛生士養成所の設備整備費を補助することに

より、質の高い教育の提供につながった。 
 

（２）事業の効率性 
県内全ての歯科専門職の養成所の設備整備に対して補助すること

により、県全体の歯科に関する教育水準の向上が図られた。 
  

その他  
 


